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(57)【要約】
【課題】一例として、より筐体の剛性や強度が確保され
やすいテレビジョン受像機および電子機器を得る。
【解決手段】実施形態にかかるテレビジョン受像機では
、表示装置は、表示画面を有した。筐体は、表示装置を
収容し、偏平に構成される。第一部材には、表示画面を
露出させる開口部が設けられる。また、第一部材は、筐
体の厚さ方向の開口部が設けられた側の一端部とその反
対側の他端部とに亘って厚さ方向に延びて表示装置の周
縁部を覆った第一壁部を有し、表示装置を支持し、筐体
の一部を構成した。第二部材は、厚さ方向の他端部に位
置され表示装置を表示画面の反対側から覆った第二壁部
を有し、筐体の別の一部を構成した。電気部品は、第二
壁部の表示装置側の第一面に沿って当該第一面の中心を
挟んだ両側に延びた第二面を有し、当該第二面が中心を
挟んだ両側に亘って第一面に接着された。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示画面を有した表示装置と、
　前記表示装置を収容した偏平な筐体と、
　前記表示画面を露出させる開口部が設けられ、前記筐体の厚さ方向の前記開口部が設け
られた側の一端部とその反対側の他端部とに亘って前記厚さ方向に延びて前記表示装置の
周縁部を覆った第一壁部を有し、前記表示装置を支持し、前記筐体の一部を構成した第一
部材と、
　前記厚さ方向の前記他端部に位置され前記表示装置を前記表示画面の反対側から覆った
第二壁部を有し、前記筐体の別の一部を構成した第二部材と、
　前記第二壁部の前記表示装置側の第一面に沿って当該第一面の中心を挟んだ両側に延び
た第二面を有し、当該第二面が前記中心を挟んだ両側に亘って前記第一面に接着された電
気部品と、
　を備えたテレビジョン受像機。
【請求項２】
　前記第二部材は、前記第二壁部から前記第一壁部の筐体内側で当該第一壁部に沿って突
出した第一突出部を有し、
　前記第一部材は、前記第一突出部を前記第一壁部との間に挟んだ状態で前記第二壁部に
向けて突出した第二突出部を有した、請求項１に記載のテレビジョン受像機。
【請求項３】
　前記第一部材は、前記第二突出部と前記表示装置の周縁に沿った方向に係わり前記第二
壁部に向けて突出した第三突出部を有した、請求項２に記載のテレビジョン受像機。
【請求項４】
　前記第一突出部および前記第二突出部が前記筐体の角部に設けられた、請求項２または
３に記載のテレビジョン受像機。
【請求項５】
　前記第二部材は、前記第二壁部から前記第一壁部の筐体内側に沿って突出し第一係部が
設けられた第四突出部を有し、
　前記第一部材は、前記第一壁部に設けられ前記第一係部と係わる第二係部を有した、請
求項１～４のうちいずれか一つに記載のテレビジョン受像機。
【請求項６】
　前記第一壁部に、前記筐体内に設けられたコネクタを露出させる貫通孔が設けられた、
請求項１～５のうちいずれか一つに記載のテレビジョン受像機。
【請求項７】
　前記電気部品としての回路基板を備えた、請求項１～６のうちいずれか一つに記載のテ
レビジョン受像機。
【請求項８】
　前記電気部品としてのバッテリを備えた、請求項７に記載のテレビジョン受像機。
【請求項９】
　前記回路基板が前記第二壁部の第一端部に寄せて位置され、前記バッテリが前記第二壁
部の前記第一端部とは反対側の第二端部に寄せて位置された、請求項８に記載のテレビジ
ョン受像機。
【請求項１０】
　表示画面を有した表示装置と、
　前記表示装置を収容した筐体と、
　前記表示画面を露出させる開口部が設けられ、前記筐体の厚さ方向の前記開口部が設け
られた側の一端部とその反対側の他端部とに亘って前記厚さ方向に延びて前記表示装置の
周縁部を覆った第一壁部を有し、前記表示装置を支持した第一部材と、
　前記厚さ方向の前記他端部に位置され前記表示装置を前記表示画面の反対側から覆った
第二壁部を有した第二部材と、
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　を備えた電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、テレビジョン受像機および電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、筐体に表示装置や電気部品等が収容された電子機器が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－３３２１１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この種のテレビジョン受像機や電子機器では、例えば、薄型化や、小型化、軽量化等さ
れるにあたって、筐体の剛性や強度が確保されにくくなる場合があった。
【０００５】
　そこで、本発明の実施形態は、一例として、より筐体の剛性や強度が確保されやすいテ
レビジョン受像機および電子機器を得ることを目的の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の実施形態にかかるテレビジョン受像機は、表示装置と、筐体と、第一部材と、
第二部材と、電気部品と、を備える。表示装置は、表示画面を有した。筐体は、表示装置
を収容し、偏平に構成される。第一部材には、表示画面を露出させる開口部が設けられる
。また、第一部材は、筐体の厚さ方向の開口部が設けられた側の一端部とその反対側の他
端部とに亘って厚さ方向に延びて表示装置の周縁部を覆った第一壁部を有し、表示装置を
支持し、筐体の一部を構成した。第二部材は、厚さ方向の他端部に位置され表示装置を表
示画面の反対側から覆った第二壁部を有し、筐体の別の一部を構成した。電気部品は、第
二壁部の表示装置側の第一面に沿って当該第一面の中心を挟んだ両側に延びた第二面を有
し、当該第二面が中心を挟んだ両側に亘って第一面に接着された。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、第１実施形態にかかるテレビジョン受像機の一例が示された正面図であ
る。
【図２】図２は、第１実施形態にかかるテレビジョン受像機の一例が示された側面図であ
る。
【図３】図３は、図１のIII－III断面の一例が示された模式図である。
【図４】図４は、図１のIV－IV断面の一例が示された模式図である。
【図５】図５は、第１実施形態にかかるテレビジョン受像機の第一部材と第二部材との結
合部分の断面の一例が示された模式図である。
【図６】図６は、第１実施形態にかかるテレビジョン受像機の第一部材に設けられた突出
部の一例が示された斜視図である。
【図７】図７は、第１実施形態にかかるテレビジョン受像機の第二部材に設けられた突出
部の一例が示された斜視図である。
【図８】図８は、第２実施形態にかかる電子機器の一例が示された斜視図である。
【図９】図９は、第２実施形態にかかる電子機器の一例が示された背面図である。
【図１０】図１０は、第２実施形態にかかる電子機器の第一部材を含む内部構成の一例が
示された平面図（背面図）である。
【図１１】図１１は、第２実施形態にかかる電子機器の第二部材を含む内部構成の一例が
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示された平面図（正面図）である。
【図１２】図１２は、第２実施形態にかかる電子機器の第二部材を含む内部構成が示され
た平面図（正面図）であって、回路基板にカバーが設けられた状態の一例が示された図で
ある。
【図１３】図１３は、図１２に示された回路基板のカバーの一例が示された斜視図である
。
【図１４】図１４は、第２実施形態にかかる電子機器の背面の一部の一例が拡大して示さ
れた平面図（背面図）である。
【図１５】図１５は、第２実施形態にかかる電子機器の背面の図１４とは別の一部の一例
が拡大して示された平面図（背面図）である。
【図１６】図１６は、図１４のXVI－XVI断面図である。
【図１７】図１７は、第２実施形態にかかる電子機器の第一部材の一部の一例が示された
斜視図である。
【図１８】図１８は、第２実施形態にかかる電子機器の第二部材の一部の一例が示された
斜視図である。
【図１９】図１９は、第２実施形態にかかる電子機器の第一部材の図１７とは別の一部の
一例が示された斜視図である。
【図２０】図２０は、第２実施形態にかかる電子機器の第二部材の図１８とは別の一部の
一例が示された斜視図である。
【図２１】図２１は、第２実施形態にかかる電子機器の第一部材を含む内部構成の一例が
示された斜視図である。
【図２２】図２２は、第２実施形態にかかる電子機器の第二部材を含む内部構成の一例が
示された斜視図である。
【図２３】図２３は、第２実施形態にかかる電子機器の第一部材の図１７，１８とは別の
一部の一例が示された斜視図である。
【図２４】図２４は、変形例にかかる電子機器の図３と同等位置での断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の例示的な複数の実施形態には、同様の構成要素が含まれている。よって、以下で
は、同様の構成要素には共通の符号が付されるとともに、重複する説明が部分的に省略さ
れる。また、各図では、便宜上、方向（Ｘ方向、Ｙ方向、Ｚ方向）が示されている。Ｘ方
向は、表示画面４ａに対する正面視での長手方向、Ｙ方向は、表示画面４ａに対する正面
視での短手方向、Ｚ方向は表示画面４ａに対する正面視での前後方向（奥行方向、筐体３
Ａの厚さ方向）である。Ｘ方向、Ｙ方向、およびＺ方向は、相互に直交している。
【０００９】
　また、以下の実施形態では、電子機器がテレビジョン受像機またはパーソナルコンピュ
ータとして構成された場合が例示されるが、本実施形態にかかる電子機器は、これらには
限定されない。本実施形態にかかる電子機器は、例えば、スマートフォンや、スマートブ
ック、携帯電話機、ＰＤＡ（personal digital assistant）、映像表示装置、テレビ電話
機等の種々の電子機器として構成することができる。
【００１０】
＜第１実施形態＞
　本実施形態では、一例として、図１，２に示されるように、電子機器の一例であるテレ
ビジョン受像機１Ａは、支持部２Ａ（支部、台、スタンド）と、筐体３Ａと、を備える。
具体的に、支持部２Ａは、机や、棚、台等の載置部（載置面、図示されず）上に載置され
、筐体３Ａを起立された状態に支持する。支持部２Ａは、筐体３Ａを固定的に支持しても
よいし、移動可能（回動可能、スライド可能）に支持してもよい。筐体３Ａの支持部２Ａ
に対する移動形態（回動形態）としては、例えばチルトや、スイベル、ピボット等がある
。
【００１１】
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　また、本実施形態では、一例として、図１からわかるように、筐体３Ａは、正面視およ
び背面視では矩形状（本実施形態では一例として長方形状）の外観を呈している。また、
図２に示されるように、筐体３Ａは、前後方向（筐体３Ａの厚さ方向、Ｚ方向）に薄い偏
平な直方体状に構成されている。筐体３Ａは、前面３ａ（正面、面、面部）とその反対側
の後面３ｂ（背面、面、面部）と、を有する。前面３ａと後面３ｂとは略並行して（本実
施形態では一例として平行に）設けられている。また、図１に示されるように、筐体３Ａ
は、正面視では、四つの端部３ｃ～３ｆ（辺部、縁部）と、四つの角部３ｇ～３ｊと（尖
部、曲部、端部）、を有する。また、端部３ｃ，３ｅは、長辺部の一例である。端部３ｄ
，３ｆは、短辺部の一例である。
【００１２】
　また、筐体３Ａは、前面３ａを有する壁部３ｋ（部分、プレート、フレーム、前壁部、
表壁部、天壁部）と、後面３ｂを有する壁部３ｍ（部分、プレート、後壁部、裏壁部、底
壁部、第二壁部）と、を有する。壁部３ｋ，３ｍは、矩形状（本実施形態では一例として
長方形状）である。また、壁部３ｋは枠状であり、壁部３ｍは板状である。また、筐体３
Ａは、壁部３ｋと壁部３ｍとの間に亘った側面３ｐ（面、周面）を有する四つの壁部３ｎ
（部分、プレート、側壁部、端壁部、立壁部、亘部、第一壁部）を有する。壁部３ｋには
、矩形状の開口部３ｒが設けられている。
【００１３】
　さらに、筐体３Ａは、複数の部品（分割体、部材）が組み合わせられて構成されている
。筐体３Ａは、一例としては、少なくとも壁部３ｋを含む第一部材３Ｆｒ（第一部分、前
側部材、カバー、ベゼル、フレーム）と、少なくとも壁部３ｍを含む第二部材３Ｒｒ（第
二部分、後側部材、ベース、ボトム、プレート）とを有する。また、壁部３ｎは、本実施
形態では、第一部材３Ｆｒの一部として構成されている。壁部３ｎは、筐体３Ａの厚さ方
向の開口部３ｒが設けられた側の端部３ｎ１（一端部、前端部、前面３ａ）とその反対側
の端部３ｎ２（他端部、後端部、後面３ｂ）とに亘り、表示装置４の周縁部（側面４ｂ、
図３，４参照）を覆っている。
【００１４】
　また、本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒは、合成樹脂材料で構成され、第
二部材３Ｒｒは、金属材料で構成される。上述したように、第一部材３Ｆｒは、壁部３ｎ
を含む。よって、この第一部材３Ｆｒが合成樹脂材料より比重が大きい金属材料で構成さ
れると、筐体３Ａが重くなりやすい。また、第二部材３Ｒｒは、壁部３ｎを含まない。よ
って、この第二部材３Ｒｒが金属材料より柔らかい（曲がりやすい、撓みやすい）合成樹
脂材料で構成されると、筐体３Ａの剛性が低くなりやすい。この点、本実施形態では、一
例として、第一部材３Ｆｒは合成樹脂材料で構成され、第二部材３Ｒｒは金属材料で構成
されるため、筐体３Ａの軽量化と剛性および強度の向上とが両立されやすい。なお、この
ような材料（材質）の組み合わせはあくまで一例であって、他の材料の組み合わせでも構
わない。
【００１５】
　また、本実施形態では、一例として、図３，４に示されるように、筐体３Ａ内には、表
示装置４（表示部、ディスプレイ、パネル、表示部品）が収容されている。具体的には、
表示装置４の、前面３ａ側に位置した表示画面４ａは、開口部３ｒを介して筐体３Ａの前
方（外方）に露出している。使用者は、前方側から開口部３ｒを介して表示画面４ａを視
認することができる。表示装置４は、正面視では矩形状（本実施形態では一例として長方
形状）の外観を呈している。また、表示装置４は、前後方向に薄い偏平な直方体状に構成
されている。表示装置４は、例えば、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ，liquid crystal displ
ay）や、有機ＥＬディスプレイ（ＯＥＬＤ，organic electro-luminescent display）、
プラズマディスプレイ（ＰＤＰ，plasma display panel）等である。
【００１６】
　また、本実施形態では、一例として、図３，４に示されるように、表示装置４の前側（
表側、壁部３ｋ側）には、透明な比較的薄い矩形状の入力操作パネル５（一例としてはタ
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ッチパネル、タッチセンサ、操作面）が設けられている。入力操作パネル５は、表示画面
４ａを覆っている。操作者（ユーザ等）は、例えば手指やスタイラス等によって、入力操
作パネル５に対して、触れる、押す、擦る、あるいは入力操作パネル５の近傍で動かす等
の操作を行うことで、入力処理を実行することができる。また、表示装置４の表示画面４
ａから出た光は、入力操作パネル５を通過して壁部３ｋの開口部３ｒから筐体３Ａの前方
（外方）へ出る。入力操作パネル５は、入力部の一例である。
【００１７】
　また、本実施形態では、一例として、図３，４に示されるように、表示装置４および入
力操作パネル５は、第一部材３Ｆｒに支持される。具体的には、表示装置４および入力操
作パネル５は、第一部材３Ｆｒに、例えば、固定具（固定部品、金具、例えば、ねじ、金
具、部品等、図示されず）や接着部（例えば接着剤や両面テープ等、図示されず）を介し
て固定される。表示装置４および入力操作パネル５は、壁部３ｋあるいは壁部３ｎ（の端
部３ｎ１）に固定される。また、本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒ（の壁部
３ｎ）の前側の端部３２ａ（面、端面）が入力操作パネル５の面５ａ（前面、表面）に沿
った方向に並び、当該面５ａと連なっている。また、本実施形態では、一例として、壁部
３ｋの前面３ａと表示装置４の表示画面４ａとが連なっており、それら前面３ａおよび表
示画面４ａを入力操作パネル５が覆っている。
【００１８】
　また、本実施形態では、一例として、図３，４に示されるように、筐体３Ａ内には、表
示装置４の後側（裏側、背後側、壁部３ｍ側、表示画面４ａとは反対側）に、電気部品と
してのバッテリ６（セル、組電池）や基板７，８（回路基板、プリント基板、制御基板、
ただし、図３，４には基板８は図示されず）等が収容されている。バッテリ６や、基板７
，８、表示装置４等の電気部品は、図示されない配線（ケーブル、フレキシブルケーブル
、フレキシブルプリント配線板等）を介して、それぞれ他の電気部品と電気的に接続され
ている。
【００１９】
　本実施形態では、一例として、バッテリ６は、リチウムイオン二次電池として構成され
ることができる。リチウムイオン二次電池は、非水電解質二次電池の一種であり、電解質
中のリチウムイオンが電気伝導を担う。正極材料としては、例えば、マンガンや、ニッケ
ル、リン酸鉄等が用いられ、負極材料としては、例えば、チタン酸リチウム（ＬＴＯ）等
の酸化物系材料や、炭素系材料等が用いられる。また、電解質（一例としては電解液）と
しては、例えば、フッ素系錯塩（ＬｉＢＦ４）等のリチウム塩が配合された炭酸エチレン
や炭酸ジエチル等の有機溶媒等が用いられる。本実施形態では、一例として、バッテリ６
は、基板７，８や、表示装置４、スピーカ（図示されず）等の筐体３Ａ内の電気部品や、
基板７，８等に、コネクタや配線（いずれも図示されず）等を介して、テレビジョン受像
機１Ａが映像を表示したり音声を出力したりといった動作を行うために必要な電源電力を
供給することができる。また、バッテリ６は、コネクタや配線等（図示されず）を介して
基板７，８等に接続された外部装置等に電力を供給することもできる。
【００２０】
　また、本実施形態では、一例として、図１に示されるように、バッテリ６は複数のセル
６１，６２，６３を有している。複数のセル６１，６２，６３は、電気的には直列または
並列に接続される。また、複数のセル６１，６２，６３は、端部３ｃに沿って並べられて
いる。また、本実施形態では、一例として、バッテリ６は、回路基板６４を有し、複数の
セル６１，６２，６３は、各セル６１，６２，６３の電極（図示されず）を介して回路基
板６４（の導体パターン）に接続（接合）され、一体化されている。このように、複数の
セル６１，６２，６３が一体化されることで、セル６１，６２，６３をそれぞれ組み付け
る場合に比べて、製造の手間およびコストが低減されやすい。また、回路基板６４は、一
例としては、基板７，８と各セル６１，６２，６３との間、あるいは、各セル６１，６２
，６３間を電気的に接続するバスバー（導体、図示されず）を有する。また、回路基板６
４には、電気部品（図示されず）が設けられて（実装されて）いる。電気部品と回路基板
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６４の導体パターン（配線パターン、図示されず）とによって、一例としては、各セル６
１，６２，６３あるいはバッテリ６の出力電力（電圧）や温度等を監視する機能を実現す
るための電気回路（電子回路）が構成されている。
【００２１】
　セル６１，６２，６３は、それぞれ、電解質（電解液）や、電極、セパレータ等が収容
（封入）された室（収容部）が設けられた、独立した単電池として構成されている。また
、これらセル６１，６２，６３は、いずれも、筐体３Ａの厚さ方向（Ｚ方向）に薄く偏平
な直方体状（板状、角板状、カード状）に構成されている。また、本実施形態では、一例
として、セル６１，６２，６３の最外層は、絶縁性かつ可撓性を有したシート状の外皮（
皮、膜）であり、硬質なケース（シェル）は設けられていない。よって、本実施形態によ
れば、一例としては、ケースを有しない分、バッテリ６（セル６１，６２，６３）がより
小型に（薄く）かつより軽量に構成されやすくなり、ひいては、筐体３Ａ（テレビジョン
受像機１Ａ）がより小型に（薄く）かつより軽量に構成されやすい。また、本実施形態で
は、一例として、複数のセル６１，６２，６３が、それぞれ区分されたバッグ（部分）と
して構成されている。よって、一例としては、複数のセル６１，６２，６３が堅く一体的
に結合された場合に比べて、外力の作用等によってバッテリ６に生じる局所的な応力が、
より低減されやすい。
【００２２】
　また、本実施形態では、一例として、基板７，８の少なくともいずれか一方には、ＣＰ
Ｕ（central processing unit）等の複数の部品９（部品、素子、電子部品、電気部品）
が実装されている。部品９には、発熱体が含まれる。発熱量の大きい部品９（発熱体）に
は、冷却機構（放熱部、受熱部、図示されず）を設けることができる。基板７，８や部品
９等によって、制御回路（図示されず）の少なくとも一部が構成されている。制御回路は
、例えば、映像信号処理回路や、チューナ部、ＨＤＭＩ（high-definition multimedia i
nterface）信号処理部、ＡＶ（audio video）入力端子、リモコン信号受信部、制御部、
セレクタ、オンスクリーンディスプレイインタフェース、記憶部（例えば、ＲＯＭ（read
 only memory）、ＲＡＭ（random access memory）、ＨＤＤ（hard disk drive）等）、
音声信号処理回路等を、含むことができる。制御回路は、表示装置４の表示画面４ａでの
映像（動画や静止画等）の出力や、スピーカ（図示されず）での音声の出力、ＬＥＤ（li
ght emitting diode、図示されず）での発光等を制御する。表示装置４や、スピーカ、Ｌ
ＥＤ等は、出力部の一例である。
【００２３】
　また、本実施形態では、一例として、図１，３，４に示されるように、バッテリ６なら
びに基板７，８（ただし、図３，４には基板８は図示されず）は、筐体３Ａの厚さ方向（
Ｚ方向）には重ならず、壁部３ｍの筐体内側の面３ｓ（第一面）に沿って位置されている
。よって、バッテリ６と基板７，８とが厚さ方向に重なった場合に比べて、筐体３Ａをよ
り薄く構成することができる。また、バッテリ６の面６ａ（第二面）、基板７の面７ａ（
第二面）ならびに基板８の面（図示されず、面３ｓ側の面、第二面）と壁部３ｍの面３ｓ
とは、接着剤あるいは両面テープ（粘着テープ）等を介して少なくとも部分的に接着（密
着）されている。よって、一例としては、バッテリ６や基板７，８を筐体３Ａに固定する
固定具（例えばねじ）等の部品を減らしやすく、筐体３Ａひいてはテレビジョン受像機１
Ａがより軽量に構成されやすくなる。また、一例としては、バッテリ６あるいは基板７，
８の組立の手間が減りやすくなる。また、一例としては、壁部３ｍの面３ｓとバッテリ６
の面６ａあるいは基板７，８の面７ａとが接着された分、壁部３ｍが曲がったりねじれた
りしにくくなる。すなわち、一例としては、壁部３ｍを、バッテリ６や基板７，８によっ
て補強することができる。また、一例としては、バッテリ６や基板７，８で生じた熱が、
壁部３ｍを介して筐体３Ａの外へ放出されやすい。
【００２４】
　また、本実施形態では、一例として、バッテリ６の面６ａあるいは基板７，８の面７ａ
と壁部３ｍの面３ｓとが、壁部３ｍの中心（中心線ＣＬ、図１参照）を挟んだ両側に亘っ
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て、好適には面６ａ，７ａの比較的広い領域同士が、さらに好適には、面６ａ，７ａの端
部３ｃ側の端部６ａ１，７ａ１と端部３ｅ側の端部６ａ２，７ａ２とに亘って、接着され
ている。よって、一例としては、壁部３ｍの局所的な曲げが抑制されやすい。さらに、本
実施形態では、一例として、バッテリ６が端部３ｃ（第二端部）に寄せて位置され、基板
７，８が端部３ｅ（第一端部）に寄せて位置されている。よって、一例としては、壁部３
ｍが端部３ｃ側から端部３ｅ側に亘るより広い範囲で補強されやすい。また、一例として
は、バッテリ６と端部３ｅとの間の領域Ｓ１または基板７，８と端部３ｃとの間の領域Ｓ
２が、他の回路基板や配線等を位置させるのに利用されやすくなる。さらに、本実施形態
では、一例として、バッテリ６あるいは基板７は、端部３ｃまたは端部３ｅとの間に隙間
をあけて位置されている。よって、本実施形態によれば、一例としては、より手指等が当
たりやすい端部３ｃ，３ｅがバッテリ６あるいは基板７，８で生じた熱によって、暖めら
れるのが抑制されやすい。
【００２５】
　また、本実施形態では、一例として、図５に示されるように、第二部材３Ｒｒは、壁部
３ｍから第一部材３Ｆｒの壁部３ｎの筐体内側で壁部３ｎに沿って突出した突出部３ｔ（
第四突出部）を有している。突出部３ｔに設けられた係部３１ａ（第一係部）と壁部３ｎ
に設けられた係部３１ｂ（第二係部）とが筐体３Ａの厚さ方向（Ｚ方向）に係わっている
。本実施形態では、一例として、係部３１ａは貫通孔として構成され、係部３１ｂは爪部
（突出部、突起）として構成されている。これら係部３１ａと係部３１ｂとの係わりによ
って、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとが結合されている。このように、本実施形態で
は、一例として、比較的簡素な構成によって、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとが結合
されている。
【００２６】
　また、本実施形態では、一例として、図７に示されるように、第二部材３Ｒｒは、突出
部３ｕ（第一突出部）を有している。突出部３ｕは、組み立てられた状態での第一部材３
Ｆｒの壁部３ｎ（図６参照）の筐体内側で壁部３ｍから壁部３ｎに沿って突出する。突出
部３ｕの筐体内側には、リブ３ｖ（突出部）が設けられている。また、図６に示されるよ
うに、第一部材３Ｆｒは、突出部３ｗ（第二突出部、壁部）を有している。突出部３ｗは
、組み立てられた状態で突出部３ｕ（図７参照）を壁部３ｎとの間に挟んだ状態で、壁部
３ｋから壁部３ｍに向けて（Ｚ方向に沿って）突出している。すなわち、突出部３ｗは、
壁部３ｎとの間に突出部３ｕを受け容れ可能な隙間（一例としては突出部３ｕの厚さより
僅かに広い隙間）をもって突出している。さらに、第一部材３Ｆｒは、二つの突出部３ｘ
（第三突出部、壁部）を有している。二つの突出部３ｘは、突出部３ｕと壁部３ｋ，３ｍ
の周縁に沿った方向（表示装置４の周縁に沿った方向、図６，７ではＹ方向）に係わって
壁部３ｋから壁部３ｍに向けて突出している。すなわち、二つの突出部３ｘは、それらの
間に突出部３ｕを受け容れ可能な隙間（一例としては突出部３ｕの幅より僅かに広い隙間
）をもって突出している。本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒ
ｒとが組み立てられた状態では、突出部３ｕは、壁部３ｎと突出部３ｗとの間にＸ方向に
挟まれるとともに、二つの突出部３ｘにＹ方向に挟まれる。図６に示されるように、突出
部３ｗ，３ｘ（壁部）は、互いにＣ字状に接続され、さらに壁部３ｎに接続されている。
すなわち、壁部３ｎおよび突出部３ｗ，３ｘによって、筒状（角筒状、環状）の収容部が
設けられている。このような構成により、本実施形態では、一例として、第二部材３Ｒｒ
に設けられた突出部３ｕが第一部材３Ｆｒに対して、壁部３ｎの厚さ方向（図６，７の例
ではＹ方向）や壁部３ｍに沿った長手方向（図６，７の例ではＸ方向）に移動するのが抑
制される。よって、本実施形態によれば、一例としては外力等によって第一部材３Ｆｒと
第二部材３Ｒｒとが互いに接触する縁部で離間するのが、比較的簡素な構成によって抑制
されやすい。なお、突出部３ｗには、組み立てられた状態で、リブ３ｖを受け容れる切欠
部３ｙ（凹部）が設けられている。よって、突出部３ｗのうち切欠部３ｙの縁部も、突出
部３ｘと同様に、第三突出部として機能する。
【００２７】
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　以上、説明したように、本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒが壁部３ｋと壁
部３ｎとを有し、第二部材３Ｒｒが壁部３ｍを有した。よって、本実施形態によれば、一
例としては、壁部３ｋと壁部３ｎとを一体的に有した第一部材３Ｆｒによって、筐体３Ａ
の剛性および強度の高い構成が得られやすい。また、壁部３ｍの面３ｓの所要の範囲に、
バッテリ６や基板７，８等の電気部品の面６ａ，７ａを接着することで、壁部３ｍが補強
されやすい。
【００２８】
　また、本実施形態では、一例として、第二部材３Ｒｒは、壁部３ｍから壁部３ｎの筐体
内側で当該壁部３ｎに沿って突出した突出部３ｕを有し、第一部材３Ｆｒは、突出部３ｕ
を壁部３ｎとの間に挟んだ状態で壁部３ｍに向けて突出した突出部３ｗを有した。よって
、本実施形態によれば、一例としては、突出部３ｕが壁部３ｍと突出部３ｗとの間に挟ま
れた構成により、壁部３ｎの厚さ方向に作用した外力によって、第一部材３Ｆｒと第二部
材３Ｒｒとが離間するのが抑制されやすい。
【００２９】
　また、本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒは、突出部３ｗと表示装置４の周
縁に沿った方向に係わり壁部３ｍに向けて突出した突出部３ｘを有した。よって、本実施
形態によれば、一例としては、突出部３ｕが突出部３ｘと係わった構成により、表示装置
４の周縁に沿った方向に作用した外力によって、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとが離
間するのが抑制されやすい。
【００３０】
　また、本実施形態では、一例として、第二部材３Ｒｒは、壁部３ｍから壁部３ｋの筐体
内側に沿って突出し係部３１ａが設けられた突出部３ｔを有し、第一部材３Ｆｒは、壁部
３ｎに設けられ係部３１ａと係わる係部３１ｂを有した。よって、本実施形態によれば、
一例としては、比較的簡素な構成によって、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとを結合す
ることができる。また、一例としては、外部から見えない結合部を得ることができる。
【００３１】
＜第２実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｂは、例えば、所謂スレート型、タブレット型、ソフト
キーボードの機能を有した表示装置等の、パーソナルコンピュータ、テレビジョン受像機
、スマートフォン、スマートブック、携帯電話機、ＰＤＡ等である。
【００３２】
　本実施形態では、一例として、図８，９からわかるように、電子機器１Ｂの筐体３Ｂは
、正面視および背面視では矩形状（本実施形態では一例として長方形状）の外観を呈して
いる。また、筐体３Ｂは、前後方向（筐体３Ｂの厚さ方向、Ｚ方向）に薄い偏平な直方体
状に構成されている。筐体３Ｂは、前面３ａ（正面、面、面部）とその反対側の後面３ｂ
（背面、面、面部）と、を有する。前面３ａと後面３ｂとは略並行して（本実施形態では
一例として平行に）設けられている。また、筐体３Ｂは、正面視では、四つの端部３ｃ～
３ｆ（辺部、縁部）と、四つの角部３ｇ～３ｊ（尖部、曲部、端部）と、を有する。端部
３ｃ，３ｅは、長辺部の一例である。端部３ｄ，３ｆは、短辺部の一例である。
【００３３】
　また、筐体３Ｂは、前面３ａを有する壁部３ｋ（部分、プレート、フレーム、前壁部、
表壁部、天壁部）と、後面３ｂを有する壁部３ｍ（部分、プレート、後壁部、裏壁部、底
壁部、第二壁部）と、を有する。壁部３ｋ，３ｍは、矩形状（本実施形態では一例として
長方形状）である。また、筐体３Ｂは、壁部３ｋと壁部３ｍとの間に亘った側面３ｐ（面
、周面）を有する四つの壁部３ｎ（部分、プレート、側壁部、端壁部、立壁部、亘部、第
一壁部）を有する。そして、壁部３ｋには、一例としては矩形状の開口部３ｒが設けられ
ている。
【００３４】
　さらに、筐体３Ｂは、複数の部品（分割体）が組み合わせられて構成されることができ
る。筐体３Ｂは、一例としては、少なくとも壁部３ｋを含む第一部材３Ｆｒ（第一部分、
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前側部材、カバー、ベゼル、フレーム）と、少なくとも壁部３ｍを含む第二部材３Ｒｒ（
第二部分、後側部材、ベース、ボトム、プレート）とを有する。また、壁部３ｎは、本実
施形態では、基本的には第一部材３Ｆｒの一部として構成されている。すなわち、壁部３
ｎは、筐体３Ｂの厚さ方向の開口部３ｒが設けられた側の端部３ｎ１（一端部、前端部、
前面３ａ）とその反対側の端部３ｎ２（他端部、後端部、後面３ｂ）とに亘り（図８，１
７等参照）、表示装置４の周縁部（側面４ｂ、図１０参照）を覆っている。また、壁部３
ｎは、他の壁部３ｋ，３ｂより厚い。よって、筐体３Ｂの厚さ方向の剛性および強度がよ
り高まりやすい。
【００３５】
　また、本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆｒは、合成樹脂材料で構成され、第
二部材３Ｒｒは、金属材料で構成される。よって、本実施形態によれば、上記第１実施形
態と同様に、筐体３Ｂの軽量化と剛性および強度の向上とが両立されやすい。なお、この
ような材料（材質）の組み合わせはあくまで一例であって、他の材料の組み合わせでも構
わない。
【００３６】
　また、図８に示されるように、壁部３ｎの外面の厚さ方向の中間部（中央部）には、端
部３ｃ～３ｆに沿って延びた溝３２ｂが設けられている。そして、この溝３２ｂの少なく
とも一部には、溝３２ｂに沿って延びた部材３２ｃが収容されている（埋められている）
。壁部３ｎと部材３２ｃとは、材質や色を異ならせることができる。部材３２ｃが壁部３
ｎより堅い部材で構成された場合には、一例としては、壁部３ｎが補強される。一方、部
材３２ｃが壁部３ｎより柔らかい部材（一例としては弾性部材）で構成された場合には、
壁部３ｎの柔軟性（可撓性）が高められ、一例としては、衝撃吸収性が高められやすい。
また、溝３２ｂには、部分的に、部材３２ｃに替えて、スイッチ等の操作部３２ｄが設け
られる。この操作部３２ｄ用のスイッチとしては、電源スイッチや、ボリュームコントロ
ールスイッチ、リセットスイッチ等がある。部材３２ｃおよび操作部３２ｄの壁部３ｎか
らの突出高さは、同じにすることができる。このような構成によれば、操作部３２ｄが外
見上目立ちにくくなる。また、部材３２ｃと操作部３２ｄとが連続するため、美観が向上
されやすい。
【００３７】
　また、本実施形態では、一例として、図８，１０に示されるように、筐体３Ｂ内には、
表示装置４（表示部、ディスプレイ、パネル、表示部品）が収容されている。具体的には
、表示装置４の、前面３ａ側に位置した表示画面４ａは、開口部３ｒを介して筐体３Ｂの
前方（外方）に露出している。使用者は、前方側から開口部３ｒを介して表示画面４ａを
視認することができる。表示装置４は、正面視では矩形状（本実施形態では一例として長
方形状）の外観を呈している。また、表示装置４は、前後方向に薄い偏平な直方体状に構
成されている。表示装置４は、例えば、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ，liquid crystal dis
play）や、有機ＥＬディスプレイ（ＯＥＬＤ，organic electro-luminescent display）
、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ，plasma display panel）等である。また、本実施形態
では、上記第１実施形態と同様に、表示装置４の前側（表側、壁部３ｋ側）には、透明な
比較的薄い矩形状の入力操作パネル５（一例としてはタッチパネル、タッチセンサ、操作
面）が設けられている。また、本実施形態では、上記第１実施形態と同様、表示装置４お
よび入力操作パネル５は、第一部材３Ｆｒに支持される。
【００３８】
　また、本実施形態では、一例として、図１０～１２に示されるように、筐体３Ｂ内には
、表示装置４の後側（裏側、背後側、壁部３ｍ側、表示画面４ａとは反対側）には、電気
部品として、バッテリ６（セル、組電池）や、基板７（回路基板、プリント基板、制御基
板）、カメラモジュール１０（カメラユニット、カメラアセンブリ、撮像装置）、スピー
カモジュール１１（スピーカユニット、スピーカアセンブリ、音声出力装置）、コネクタ
モジュール１２（コネクタユニット、コネクタアセンブリ、コネクタ装置）、アンテナモ
ジュール１３（アンテナユニット、アンテナアセンブリ、アンテナ装置）、振動発生部１
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４（回転シャフトに偏心錘が取り付けられたモータ）等が収容されている。これら電気部
品は、配線１５（ケーブル、フレキシブルケーブル、フレキシブルプリント配線板等）を
介して、それぞれ他の電気部品と電気的に接続されている。
【００３９】
　本実施形態では、一例として、バッテリ６は、リチウムイオン二次電池として構成され
ることができる。本実施形態では、一例として、表示装置４の他、筐体３Ｂに装備された
電気部品に、コネクタ１６や配線１５等を介して、電子機器１Ｂが映像を表示したり音声
を出力したりといった動作を行うために必要な電源電力を供給することができる。また、
バッテリ６は、コネクタ１６や配線１５等を介して基板７等に接続された外部装置等に電
力を供給することもできる。
【００４０】
　また、本実施形態では、一例として、図１１，１２に示されるように、バッテリ６は複
数のセル６１，６２，６３を有している。複数のセル６１，６２，６３は、端部３ｃに沿
って並べられている。また、本実施形態では、一例として、バッテリ６は、回路基板６４
を有し、複数のセル６１，６２，６３は、各セル６１，６２，６３の電極６５を介して回
路基板６４（の導体パターン）に接続（接合）され、一体化されている。このように、複
数のセル６１，６２，６３が一体化されることで、各セル６１，６２，６３を組み付ける
場合に比べて、製造の手間およびコストが低減されやすい。また、回路基板６４は、一例
としては、基板７と各セル６１，６２，６３との間、あるいは、各セル６１，６２，６３
間を電気的に接続するバスバー（導体）を有する。また、回路基板６４には、部品９が設
けられて（実装されて）いる。部品９と回路基板６４の導体パターン（配線パターン、図
示されず）とによって、一例としては、各セル６１，６２，６３あるいはバッテリ６の出
力電力（電圧）や温度等を監視する機能を実現するための電気回路（電子回路）が構成さ
れている。
【００４１】
　セル６１，６２，６３は、それぞれ、電解質（電解液）や、電極、セパレータ等が収容
（封入）された室（収容部）が設けられた、独立した単電池として構成されている。また
、これらセル６１，６２，６３は、いずれも、筐体３Ｂの厚さ方向（Ｚ方向）に薄く偏平
な直方体状（板状、角板状、カード状）に構成されている。また、本実施形態では、一例
として、セル６１，６２，６３の最外層は、絶縁性かつ可撓性を有したシート状の外皮（
皮、膜）であり、硬質なケース（シェル）は設けられていない。よって、本実施形態によ
れば、一例としては、ケースを有しない分、バッテリ６（セル６１，６２，６３）がより
小型に（薄く）かつより軽量に構成されやすくなり、ひいては、筐体３Ｂ（電子機器１Ｂ
）がより小型に（薄く）かつより軽量に構成されやすい。また、本実施形態では、一例と
して、複数のセル６１，６２，６３が、それぞれ区分されたバッグ（部分）として構成さ
れている。よって、一例としては、複数のセル６１，６２，６３が堅く一体的に結合され
た場合に比べて、外力の作用等によってバッテリ６に生じる局所的な応力がより低減され
やすい。
【００４２】
　本実施形態では、一例として、基板７には、例えば、ＣＰＵ（central processing uni
t）や、グラフィックコントローラ、電源回路部品、ＰＣＨ（platform controller hub）
、メモリスロットコネクタ、ＬＣＤコネクタ、Ｉ／Ｏ（input/output）コネクタ、電源コ
イル、素子、コネクタ等の複数の部品９を実装することができる。部品９には、発熱体が
含まれる。基板７（の部品９）には、冷却装置１７（冷却機構）を設けることができる。
冷却装置１７は、図１２，１３に示されるように、熱伝導性の高い材料（例えば、アルミ
ニウム合金等の金属材料）で構成された板状部１７ａと、板状部１７ａの一面（基板７側
の面）に接着等されて設けられた弾性（可撓性）を有した冷却シート１７ｂと、を有する
。また、板状部１７ａの縁には、基板７の縁と係わる係部１７ｃ（爪部、折曲部、屈曲部
、突起部、突起）が設けられている。複数の係部１７ｃで基板７を弾性的に挟むことで、
冷却装置１７は、基板７に取り付けられている。また、図１２に示されるように、板状部
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１７ａには、線状に延びた凸部１７ｄ（または凹部）が設けられている。この凸部１７ｄ
（または凹部）は、板状部の一面側から他面側に向けて突出し、他面側から一面側に向け
て凹んでいる。凸部１７ｄ（または凹部）によって、板状部１７ａが補強され、板状部１
７ａの剛性および強度がより高まりやすい。また、係部１７ｃが、板状部１７ａの縁に沿
って延びていることも、板状部１７ａの剛性および強度の向上に寄与している。また、板
状部１７ａには、フック１７ｅ（フック部、鉤状部）が設けられている。このフック１７
ｅは、基板７や、部品９、筐体３Ｒｒ等に引っ掛けられうる。このフック１７ｅを、冷却
装置１７の取り付けに用いることができる。
【００４３】
　また、本実施形態では、一例として、基板７および部品９によって、制御回路（図示さ
れず）の少なくとも一部が構成されている。また、制御回路は、例えば、映像信号処理回
路や、チューナ部、ＨＤＭＩ（high-definition multimedia interface）信号処理部、Ａ
Ｖ（audio video）入力端子、リモコン信号受信部、制御部、セレクタ、オンスクリーン
ディスプレイインタフェース、記憶部（例えば、ＲＯＭ（read only memory）、ＲＡＭ（
random access memory）、ＨＤＤ（hard disk drive）等）、音声信号処理回路等を、含
むことができる。制御回路は、表示装置４の表示画面４ａでの映像（動画や静止画等）の
出力や、スピーカ（図示されず）での音声の出力、ＬＥＤ（light emitting diode、図示
されず）での発光等を制御する。表示装置４や、スピーカ、ＬＥＤ等は、出力部の一例で
ある。
【００４４】
　また、本実施形態では、一例として、図１０～１２に示されるように、バッテリ６なら
びに基板７は、筐体３Ｂの厚さ方向（Ｚ方向）には重ならず、壁部３ｍの筐体内側の面３
ｓ（第一面）に沿って位置されている。よって、バッテリ６と基板７とが厚さ方向に重な
った場合に比べて、筐体３Ｂをより薄く構成することができる。また、本実施形態でも、
上記第１実施形態と同様に、壁部３ｍの面３ｓと、当該面３ｓに対向したバッテリ６の面
（第二面、図示されず）ならびに基板７の面（第二面、図示されず）とは、接着剤あるい
は両面テープ（粘着テープ）等を介して少なくとも部分的に接着（密着）されている。よ
って、本実施形態でも、バッテリ６や基板７等の電気部品が筐体３Ｂの壁部３ｍに接着さ
れたことによる上記第１実施形態と同様の効果が得られる。
【００４５】
　また、本実施形態でも、一例として、面３ｓに対向したバッテリ６の面ならびに基板７
の面は、壁部３ｍの中心（中心線ＣＬ、図１１，１２参照）を挟んだ両側に亘って、好適
にはそれらの面の比較的広い領域同士が、さらに好適には、面３ｓに対向したバッテリ６
の面ならびに基板７の面の端部３ｃ側の端部６ａ１，７ａ１と端部３ｅ側の端部６ａ２，
７ａ２とに亘って、接着されている。よって、一例としては、壁部３ｍの局所的な曲げが
抑制されやすい。さらに、本実施形態では、一例として、バッテリ６が端部３ｃ（第二端
部）に寄せて位置され、基板７が端部３ｅ（第一端部）に寄せて位置されている。よって
、一例としては、壁部３ｍが端部３ｃ側から端部３ｅ側に亘るより広い範囲で補強されや
すい。また、一例としては、バッテリ６と端部３ｅとの間の領域Ｓ１または基板７と端部
３ｃとの間の領域Ｓ２が、他の回路基板（例えば、表示装置４のドライバ基板４ｃ等、図
１０参照）や配線１５等を位置させるのに利用されやすくなる。さらに、本実施形態では
、一例として、バッテリ６あるいは基板７は、端部３ｃまたは端部３ｅとの間に隙間をあ
けて位置されている。よって、本実施形態によれば、一例としては、より手指等が当たり
やすい端部３ｃ，３ｅがバッテリ６あるいは基板７で生じた熱によって、暖められるのが
抑制されやすい。そして、図１１から明らかとなるように、本実施形態では、一例として
、壁部３ｍの中心線ＣＬを含む中央部に、端部３ｃ，３ｅに沿った方向の一方側（端部３
ｄ側）から他方側（端部３ｆ側）に亘って、電気部品が接着された領域Ａｒが形成される
。よって、本実施形態によれば、一例としては、第二部材３Ｒｒの壁部３ｍひいては筐体
３Ｂの剛性および強度がより向上されやすい。
【００４６】
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　また、本実施形態では、一例として、図１１，１２，１４，１６に示されるように、第
二部材３Ｒｒの端部３ｃには、Ｕ字状の切欠部３０ａが設けられている。この切欠部３０
ａには、導電性の低い材料（非導電性材料、絶縁性材料、例えば合成樹脂材料等）で構成
された第三部材３Ｉｓが取り付けられている。第三部材３Ｉｓは、第二部材３Ｒｒの壁部
３ｍの切欠部３０ａに、熱溶着等によって結合されている。また、図１４に示されるよう
に、壁部３ｍの切欠部３０ａの縁部３０ｂには、凹部３０ｃおよび凸部３０ｄが設けられ
ている。凹部３０ｃは、縁部３０ｂ側（開放側）で幅が狭い第一部３０ｃ１と、奥側で幅
が広い第二部３０ｃ２と、を有する。図１６に示されるように、凹部３０ｃの深さは、壁
部２ｍの厚さ方向の途中までである。また、切欠部３０ａの縁部３０ｂには、凹部３０ｃ
の裏側に、段差部３２ｅが設けられている。段差部３２ｅは、例えば、縁部３０ｂに沿っ
て延びている。よって、この部分では、第三部材３Ｉｓの凹部３０ｃに充填された第一部
３３ａと、第三部材３Ｉｓの段差部３２ｅに充填された第二部３３ｂとによって、縁部３
０ｂが、壁部３ｍの厚さ方向（筐体３Ｂの厚さ方向）に挟まれている。凸部３０ｄは、隣
接した二つの凹部３０ｃ間に構成されている。これにより、第三部材３Ｉｓが、切欠部３
０ａからＸ方向、Ｙ方向、およびＺ方向の三方向に抜けにくく、外力等が作用した場合等
にあっても第三部材３Ｉｓと第二部材３Ｒｒとが外れにくい構造が得られている。また、
図１４に示されるように、縁部３０ｂに設けられた屈曲部３２ｆ（曲部、角部、隅部、凹
部、凸部）によっても、第二部材３Ｒｒと第三部材３Ｉｓとが外れにくくなる。
【００４７】
　また、本実施形態では、一例として、図１１，１２，１５に示されるように、導電性の
低い材料で構成された第三部材３Ｉｓに、アンテナモジュール１３およびカメラモジュー
ル１０が取り付けられている。このような構成により、導電性材料が電磁シールドとなっ
てアンテナモジュール１３の通信に影響が及ぶのが抑制されやすい。また、図１５に示さ
れるように、後面３ｂ側には、カバー（プレート）１０ａが設けられ、このカバー１０ａ
を介して、カメラモジュール１０のレンズ１０ｂおよびライト１０ｃが露出されている。
【００４８】
　また、本実施形態では、一例として、図１１，１２に示されるように、アンテナモジュ
ール１３は、通信部１３ａとグラウンド部１３ｂとを有する。そして、グラウンド部１３
ｂの一部が、バッテリ６と第二部材３Ｒｒの壁部３ｍとの間に挟まれている。グラウンド
部１３ｂは、壁部３ｍと電気的に接続された場合、グラウンド部１３ｂと壁部３ｍとでグ
ラウンドレベル（電位）を近付けることができ、アンテナモジュール１３へのノイズの混
入が低減されやすい。また、アンテナモジュール１３のグラウンド部１３ｂとバッテリ６
の外皮とのグラウンドレベル（電位）が近付きやすい。
【００４９】
　また、本実施形態では、一例として、図１１，１２に示されるように、カメラモジュー
ル１０に電気的に接続される配線１５ａ（１５）が、フレキシブルプリント配線板として
構成され、バッテリ６と筐体３Ｂの厚さ方向に重なっている。よって、本実施形態によれ
ば、一例としては、配線１５ａが電磁シールドとなってアンテナモジュール１３の通信に
影響が及ぶのが、抑制されやすい。また、本実施形態では、一例として、図１１，１２に
示されるように、配線１５ａは、バッテリ６の縁部に沿って延びている。よって、本実施
形態によれば、一例としては、配線１５ａを、温度が高くなりやすいバッテリ６の中央部
から外れて配置することができる。
【００５０】
　また、本実施形態でも、図１７，１８に示されるように、上記第１実施形態と同様に、
第二部材３Ｒｒは、組み立てられた状態での第一部材３Ｆｒの壁部３ｎの筐体内側で壁部
３ｍから壁部３ｎに沿って突出した突出部３ｔ（第四突出部）を有している。突出部３ｔ
に設けられた係部３１ａ（第一係部）と壁部３ｎに設けられた係部３１ｂ（第二係部）と
が筐体３Ｂの厚さ方向（Ｚ方向）に係わっている。本実施形態では、一例として、係部３
１ａは貫通孔として構成され、係部３１ｂは爪部（突出部、突起）として構成されている
。これら係部３１ａと係部３１ｂとの係わりによって、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒ
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とが結合されている。このように、本実施形態では、一例として、比較的簡素な構成によ
って、第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとが結合されている。
【００５１】
　また、本実施形態でも、図１８に示されるように、上記第１実施形態と同様に、第二部
材３Ｒｒは、組み立てられた状態での第一部材３Ｆｒの壁部３ｎの筐体内側で壁部３ｍか
ら壁部３ｎに沿って突出した突出部３ｕ（第一突出部）を有している。突出部３ｕの筐体
内側には、リブ３ｖ（突出部）が設けられている。また、図１７に示されるように、第一
部材３Ｆｒは、組み立てられた状態で突出部３ｕを壁部３ｎとの間に挟んだ状態で、壁部
３ｋから壁部３ｍに向けて（Ｚ方向に沿って）突出した突出部３ｗ（第二突出部、壁部）
を有している。すなわち、突出部３ｗは、壁部３ｎとの間に突出部３ｕを受け容れ可能な
隙間（一例としては突出部３ｕの厚さより僅かに広い隙間）をもって突出している。さら
に、第一部材３Ｆｒは、突出部３ｕと壁部３ｋ，３ｍの周縁に沿った方向（表示装置４の
周縁に沿った方向、図１７，１８ではＹ方向）に係わって壁部３ｋから壁部３ｍに向けて
突出した二つの突出部３ｘ（第三突出部、壁部）を有している。すなわち、二つの突出部
３ｘは、それらの間に突出部３ｕを受け容れ可能な隙間（一例としては突出部３ｕの幅よ
り僅かに広い隙間）をもって突出している。本実施形態では、一例として、第一部材３Ｆ
ｒと第二部材３Ｒｒとが組み立てられた状態では、突出部３ｕは、壁部３ｎと突出部３ｗ
との間にＸ方向に挟まれるとともに、二つの突出部３ｘによってＹ方向に挟まれる。図１
７に示されるように、突出部３ｗ，３ｘ（壁部）は、互いにＣ字状に接続されるとともに
、さらに壁部３ｎに接続されている。すなわち、壁部３ｎおよび突出部３ｗ，３ｘによっ
て、筒状（角筒状、環状）の収容部が設けられている。このような構成により、本実施形
態では、一例として、第二部材３Ｒｒに設けられた突出部３ｕが第一部材３Ｆｒに対して
、壁部３ｎの厚さ方向（図１７，１８の例ではＹ方向）や壁部３ｎに沿った長手方向（図
１７，１８の例ではＸ方向）に移動するのが抑制される。よって、本実施形態によれば、
一例としては外力等によって第一部材３Ｆｒと第二部材３Ｒｒとが互いに接触する縁部で
離間するのが、比較的簡素な構成によって抑制されやすい。なお、突出部３ｗには、組み
立てられた状態で、リブ３ｖを受け容れる切欠部３ｙ（凹部）が設けられている。よって
、突出部３ｗのうち切欠部３ｙの縁部も、突出部３ｘと同様に、第三突出部として機能す
る。
【００５２】
　また、本実施形態では、一例として、図１９，２０に示されるように、筐体３Ｂの角部
３ｇ～３ｊ（図１９，２０には角部３ｊのみ図示）にも、突出部３ｕ（第一突出部）、リ
ブ３ｖ、突出部３ｗ（第二突出部）、および突出部３ｘ（第三突出部）が設けられている
。よって、本実施形態によれば、一例としては、筐体３Ｂの角部において、第一部材３Ｆ
ｒと第二部材Ｒｒとが離間しにくい。また、本実施形態では、一例として、図２０に示さ
れるように、突出部３ｕは、壁部３ｍの角部３ｊの縁部に沿って弧状に曲がった状態で壁
部３ｍから壁部３ｋ側に向けて突出した壁部３０ｅに接続されている。よって、本実施形
態によれば、一例としては、突出部３ｕの剛性および強度がより高まりやすい。また、壁
部３０ｅに対して壁部３ｍの中心側、すなわち、角部３ｊあるいは端部３ｃ，３ｆに対し
て隙間をあけた位置に、壁部３０ｅと並行して弧状に曲がって延びて壁部３ｋ側に向けて
突出した突出部３０ｆが設けられている。さらに、壁部３ｍには、突出部３０ｆ（リブ、
第一リブ）と壁部３０ｅとに亘る突出部３０ｇ（リブ、第二リブ）が設けられている。他
の角部３ｇ～３ｉの構成も、図１９，２０と同様である。よって、本実施形態によれば、
一例としては、電子機器１Ｂの落下時等に他の部分に比べて外力が作用しやすい角部３ｇ
～３ｊにおいて、突出部３ｕの剛性および強度がより高まりやすい。
【００５３】
　また、本実施形態では、一例として、図２１に示されるように、壁部３ｎには、図２２
に示された端部３ｆに沿って並んだコネクタ１６ａ～１６ｄを筐体３Ｂ外に露出させる開
口部３０ｈ～３０ｋが、貫通孔として設けられている。よって、本実施形態によれば、一
例としては、開口部３０ｈ～３０ｋが切欠等として設けられた場合に比べて、壁部３ｎの
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剛性および強度が高まりやすい。また、図２２において、コネクタ１６ａは、カードが着
脱可能に装着（接続、保持）されるカード用のコネクタであり、コネクタ１６ｂ～１６ｄ
は、別のコネクタが着脱可能に装着（接続、保持）されるコネクタである。コネクタ１６
ｂ，１６ｃ等の端子（突起、支持部、脚部、突出部、図示されず）は、基板７の厚さ方向
には貫通せず、厚さ方向の途中までの長さを有する。よって、コネクタ１６ｂ，１６ｃ等
の端子が基板７と壁部３ｍとの接着（密着）を阻害するのが抑制される。また、コネクタ
１６ｂ，１６ｃ等（の開口部）の基板７からの高さを適宜に設定することで、コネクタ１
６ｂ，１６ｃ等と壁部３ｎの中間位置に設けられた部材３２ｃとが、端部３ｃ～３ｆの沿
った方向（図２１ではＹ方向）に並べる（近付けて配置する）ことができる。また、コネ
クタ１６ａとコネクタ１６ｂとの間、ならびにコネクタ１６ｄとコネクタ１６ｄとの間に
は、突出部３ｔが設けられ、この突出部３ｔには、係部３１ａが設けられている。貫通孔
としての係部３１ａは、開口面積が開放側（出口側、開口端側）に向かうにつれて拡がっ
ている。すなわち、係部３１ａは、出口側の端部に向かうにつれて、貫通孔の中心線から
遠ざかる側面（内面、内周面、筒内面）を有している。
【００５４】
　また、本実施形態では、一例として、図２３に示されるように、第一部材３Ｆｒの壁部
３ｎには、端部３ｄに沿って延びた部材３０ｍが設けられている。部材３０ｍは、第一部
材３Ｆｒより硬い材質（一例としては金属材料）で構成されている。よって、本実施形態
によれば、一例としては、壁部３ｎの剛性および強度がより高まりやすい。なお、図２３
に例示された部材３０ｍは、スピーカモジュール１１に面して設けられており、開口部３
０ｎが設けられている。この開口部３０ｎにより、スピーカモジュール１１の音が筐体３
Ｂの外に出やすくなる。すなわち、部材３０ｍは、スピーカモジュール１１のカバーの一
例である。また、第一部材３Ｆｒの壁部３ｋには、スピーカモジュール１１が収容される
切欠部３０ｐが設けられている。よって、本実施形態によれば、一例としては、切欠部３
０ｐによって当該切欠部３０ｐが設けられていない部分に比べて剛性あるいは強度が低く
なった部分を、部材３０ｍによって補強することができる。
【００５５】
　以上の第２実施形態にかかる電子機器１Ｂにおいても、上記第１実施形態にかかるテレ
ビジョン受像機１Ａと同様の構成を有することによる同様の効果が得られる。
【００５６】
　以上、本発明の実施形態を例示したが、上記実施形態はあくまで一例であって、発明の
範囲を限定することは意図していない。これら実施形態は、その他の様々な形態で実施さ
れることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き換え、組み合
わせ、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含ま
れるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。本発明は
上記実施形態には限定されず、種々の変形が可能である。一例としては、図２４に示され
る変形例にかかる電子機器１Ｃのように、筐体３Ｃを構成する第一部材３Ｆｒの端部３２
ａを入力操作パネル５の面５ａより突出させることができる。この場合、突出した端部３
２ａによって、入力操作パネル５や表示装置４が保護されやすい。また、上記各実施形態
の技術的特徴は、適宜に組み合わせたり置換したりして実施することができる。また、各
構成要素のスペック（構造や、種類、方向、形状、大きさ、長さ、幅、厚さ、高さ、数、
配置、位置、材質等）は、適宜に変更して実施することができる。
【符号の説明】
【００５７】
　１Ａ…テレビジョン受像機（電子機器）、１Ｂ…電子機器、３Ａ，３Ｂ…筐体、３ｃ…
端部（第二端部）、３ｅ…端部（第一端部）、３ｎ…壁部（第一壁部）、３ｎ１…端部（
一端部）、３ｎ２…端部（他端部）、３ｍ…壁部（第二壁部）、３ｒ…開口部、３ｓ…面
（第一面）、３ｔ…突出部（第四突出部）、３ｕ…突出部（第一突出部）、３ｗ…突出部
（第二突出部）、３ｘ…突出部（第三突出部）、３Ｆｒ…第一部材、３Ｒｒ…第二部材、
６…バッテリ（電気部品）、７，８…基板（電気部品）、３１ａ…係部（第一係部）、３
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１ｂ…係部（第二係部）。
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【図２４】

【手続補正書】
【提出日】平成25年2月18日(2013.2.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示画面を有した表示装置と、
　前記表示装置を収容した偏平な筐体と、
　前記表示画面を露出させる開口部が設けられ、前記筐体の厚さ方向の前記開口部が設け
られた側の一端部とその反対側の他端部とに亘って前記厚さ方向に延びて前記表示装置の
周縁部を覆った第一壁部を有し、前記表示装置を支持し、前記筐体の一部を構成した第一
部材と、
　前記厚さ方向の前記他端部に位置され前記表示装置を前記表示画面の反対側から覆った
第二壁部を有し、前記筐体の別の一部を構成した第二部材と、
　を備え、
　前記第二部材は、前記第二壁部から前記第一壁部の筐体内側で当該第一壁部に沿って突
出した第一突出部を有し、
　前記第一部材は、前記第一突出部を前記第一壁部との間に挟んだ状態で前記第二壁部に
向けて突出した第二突出部を有した、電子機器。
【請求項２】
　前記第二壁部の前記表示装置側の第一面に沿って当該第一面の中心を挟んだ両側に延び
た第二面を有し、当該第二面が前記中心を挟んだ両側に亘って前記第一面に接着された電
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気部品を備えた、請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記第一部材は、前記第二突出部と前記表示装置の周縁に沿った方向に係わり前記第二
壁部に向けて突出した第三突出部を有した、請求項２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記第一突出部および前記第二突出部が前記筐体の角部に設けられた、請求項２または
３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記第二部材は、前記第二壁部から前記第一壁部の筐体内側に沿って突出し第一係部が
設けられた第四突出部を有し、
　前記第一部材は、前記第一壁部に設けられ前記第一係部と係わる第二係部を有した、請
求項１～４のうちいずれか一つに記載の電子機器。
【請求項６】
　前記第一壁部に、前記筐体内に設けられたコネクタを露出させる貫通孔が設けられた、
請求項１～５のうちいずれか一つに記載の電子機器。
【請求項７】
　前記電気部品としての回路基板を備えた、請求項１～６のうちいずれか一つに記載の電
子機器。
【請求項８】
　前記電気部品としてのバッテリを備えた、請求項７に記載の電子機器。
【請求項９】
　前記回路基板が前記第二壁部の第一端部に寄せて位置され、前記バッテリが前記第二壁
部の前記第一端部とは反対側の第二端部に寄せて位置された、請求項８に記載の電子機器
。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明の実施形態は、電子機器に関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　そこで、本発明の実施形態は、一例として、より筐体の剛性や強度が確保されやすい電
子機器を得ることを目的の一つとする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　本発明の実施形態にかかるテレビジョン受像機は、表示装置と、筐体と、第一部材と、
第二部材と、を備える。表示装置は、表示画面を有した。筐体は、表示装置を収容し、偏
平に構成される。第一部材には、表示画面を露出させる開口部が設けられる。また、第一
部材は、筐体の厚さ方向の開口部が設けられた側の一端部とその反対側の他端部とに亘っ
て厚さ方向に延びて表示装置の周縁部を覆った第一壁部を有し、表示装置を支持し、筐体
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の一部を構成した。第二部材は、厚さ方向の他端部に位置され表示装置を表示画面の反対
側から覆った第二壁部を有し、筐体の別の一部を構成した。また、第二部材は、第二壁部
から第一壁部の筐体内側で当該第一壁部に沿って突出した第一突出部を有し、第一部材は
、第一突出部を第一壁部との間に挟んだ状態で第二壁部に向けて突出した第二突出部を有
した。
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